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第13回 駿河海岸保全検討委員会

～住吉工区の粘り強い海岸堤防の構造検討～

資料1



①検討の背景及び
これまでの検討結果と本年度の検討方針



①-1. 検討概要（粘り強い海岸堤防の整備状況） 2
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粘り強い海岸堤防の進捗状況
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現在の進捗状況（Ｒ４．３末予定）

堤防補強工 背後盛土

焼津工区
（栃山川以東）

焼津市

令和４年３月に着手予定
背後盛土は実施しない

大井川工区
(栃山川以西含む)

平成２８年9月に着手

令和４年３月末に完成予定
令和４年３月末に完成予定

川尻工区
吉田町

平成２８年9月に着手

令和３年３月末に完成
令和３年３月末に完成

住吉工区
令和３年３月に着手

背後盛土の構造検討中

榛原工区 牧之原市
令和２年１１月に着手
令和４年度末に完成予定

令和４年度以降に着手予定

【検討の背景】
・これまで駿河海岸の各区間を対象に粘り強い海岸堤防の検討を実施し、以下に示す区間では現地の整備を進めている。

今回検討箇所



①-2. 検討概要（検討の背景・検討方針）
【検討の背景】
・検討対象の住吉工区は、吉田町に位置し「越流しない形状の盛

土」が整備予定の区間である。そのため、基本構造（天端保護工
＋裏法被覆工＋裏法尻部保護工）のうち天端保護工のみを整備予
定としている。
しかし、下記に示す課題を有し、盛土の整備時期が未確定な状況
を踏まえ、早期にL1対応として、海岸堤防の粘り強さを確保す
る必要が生じている。

（住吉工区における課題）
■盛土整備位置に多くの宅地が存在しており、盛土の整備に着

手できる時期が見通せない。
■海岸堤防の背後に松が植樹されており、これを伐採した場合、

暴風等による住民への影響が懸念される。
【検討の方針】
・本検討において、①松の伐採等を行わない範囲で対応可能な粘り

強い海岸堤防構造（案）を設定し、②その構造における効果の評
価及び設計のためのデータ収集を水理模型実験により実施する。
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住吉工区の堤防裏法面の松の状況

天端保護工

裏法被覆工

裏法尻部保護工

Ｌ2盛土

Ｌ1盛土
▽Ｔ.Ｐ.+6.2ｍ

H28年度設定の基本構造のイメージと住吉工区の課題

整備着手時期が未定

松

松の伐採が困難

C区間

A区間



①-2. 検討概要（対象工区内の区間の概要）
・検討対象の住吉工区内の松の有無、構造、基礎高の違いにより分類すると5区間に分類される。

【A区間】直立堤+土堤 松林あり ：裏法面～裏法基礎工が松範囲に重なり、松の撤去が必要となる
（A区間-1）基礎高：低＋海側盛土：あり
（A区間-2）基礎高：高＋海側盛土：あり
（A区間-3）基礎高：低＋海側盛土：なし＋L型補強

【B区間】土堤 松林なし ：海岸保全区域が狭く、裏法基礎工が海岸保全区域内に収まらない
【C区間】土堤 松林あり ：裏法面～裏法基礎工が松範囲に重なり、松の撤去が必要となる
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直立堤前面にL字型の補強
（一体化構造）

C区間 B区間

A区間

A区間-3A区間-2
海側盛土なし

基礎工が高い位置

海側盛土なし

直立堤

T.P.+6.2m

3.0m
As被覆海側盛土あり

（インターロッキング）

基礎工　低
▽　T.P.+3.5m

階段式護岸

T.P.+6.2m

直立堤

海側盛土あり

（インターロッキング）

基礎工　高
▽　T.P.+4.8m

階段式護岸

T.P.+6.2m

直立堤+矢板

As被覆

3.0
m

海側盛土

海側盛土

No23+100No51+10
施工完了済発注済 発注済（現在構造検討中） （現在構造検討中）



①-3. 検討概要（これまでの検討結果と検討方針） 5

対象区間 第12回委員会までの報告内容 第12回委員会での指摘事項 対応方針

A区間-1 繰返し実験での確認でも破堤遅
延時間3.0～5.0分は確保できて
いるため、「基本対策（天端被
覆のみ）」を採用する。

－ －
（構造諸元設定済み）

A区間-2 繰返し実験での確認の結果、直
立堤は完全転倒せず、一定時間
以上（目標破堤遅延時間の最大
値5.0分以上）盛土の天端高が
維持されるため、「基本対策
（天端被覆のみ）」を採用する。

－ －
（構造諸元設定済み）

A区間-3 実験計画（案）を提示し、まず
現況実験による検討を実施する
方針とした。

・L型補強と直立堤の接続形式に
ついて構造の安定性から実験
での再現方法を設定すること

➢接合部に十分な強度が確保されて
いないため、接続しない方法で
現況実験を実施

【今回現況実験結果の報告】

B区間 矢板案で他の工区で目標として
いる破堤遅延時間3.0～5.0分を
確保できたため、「矢板案」を
採用する。

－ －
（構造諸元設定済み）

C区間 構造的な安定性を構造計算によ
り実施して最終的な対策工形状
を選定し、繰返し実験により結
果を評価する方針とした。

－ ➢第12回委員会で承認された構造
を対象として繰り返し実験を実
施

【今回繰返し実験結果の報告】

表 第12回委員会での報告内容・指摘事項と対応方針



②C区間の粘り強い堤防構造の検討
（繰り返し実験の結果）



②-1. C区間の実験計画の概要 7
【実験ケース】
・改良対策案（法尻保護工+矢板）構造は安定性確認のため、同条件で計3回の実験を実施する（1回実施済）。
※今回、繰り返し実験（残り2回）を実施することにより、再現性（バラツキ）の確認を行う。
【粘り強さの評価方法】
・C区間の改良対策案は矢板を設置する構造であり、矢板の転倒時間を破堤遅延時間とするため、矢板の転倒した時点を

被災として評価

対象区間 堤防構造 付帯物 越流水深 備考

caseC

C区間
土堤

天端幅 4.0m
（No75～79）

【改良対策案】
裏法尻保護工＋矢板
（法面なし）（延長12.0m※）

なし 2.5m

実験ケース表（C区間）

被災基準のイメージ（C区間）

評価項目
C区間(No.75～79)
土堤、天端幅4.0m

実験
結果

越流継続
時間の破堤

あり

破堤
遅延時間

19.8分

最大
洗掘深※１ 3.4m

評価

被災経過

<堤体損壊による評価>
19.8分後：矢板が陸側に転倒
→天端、堤体の順に流出
※矢板が転倒した19.8分を破堤遅延時
間として評価。

粘り強さの
評価

○
・他の工区で設定している破堤遅延時

間3～5分は確保できている。

【参考】R3年度実験結果（1回目）※構造の安定性検討結果を踏まえて設定

L=12.0m
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②-2-1. C区間の粘り強い堤防構造の検討＜1回目：前回報告事項＞
・越流開始5分後には、矢板背後の土砂が一部流出しているが、矢板の転倒はなく堤防高を維持している。
・越流開始後10分以上経過しても矢板の転倒はなく、堤防高が維持される（越流開始19.8分後に転倒）
➢裏法保護工+矢板を設置した構造は、目標とする粘り強さ3.0～5.0分の破堤遅延時間を確保できる。
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洗掘形状の経時変化

越流開始0.0分

越流開始5.0分後の流況

堤防

越流前の流況

矢板

越流開始5.0分後における堤防及び背後地の洗掘状況

越流開始19.8分後の流況

堤防

矢板

堤防

矢板

越流開始19.8分後における堤防及び背後地の洗掘状況

矢板延長を十分延伸した形状
（L=13.5m）

矢板模型

水平方向の流れが卓越
矢板から離れた箇所で洗掘が進行

洗掘の進行に伴って、流れの向き
が変化して陸側に洗掘が進行

SUS製で模型上変形しない



②-2-2. C区間の粘り強い堤防構造の検討＜構造の安定性検討＞
■構造の安定性検討（矢板諸元の設定）
・R3年度実験の洗掘形状に対し自立式矢板構造の机上検討を実施する。
・背後地の地形は越流開始5分後の洗掘形状を対象とし、矢板前面の抑え土を考慮して計算を実施する。
・根入れ長はチャンの式(3/β)、断面計算は半無限長の杭、許容値は津波時を短期荷重と捉えて設定する。
⇒洗掘深を考慮すると、自立式矢板構造でU形鋼矢板Ⅳw型（SYW390） L=12.0mで安定性を確保できる。

9

洗掘形状の経時変化（R3年度1回目） 構造の安定性を踏まえた有力構造形式のイメージ（C区間）

安定性検討の計算モデル 計算結果

【安定性検討の設計地盤高】
漁港基準の「海底地盤が傾斜している場合の
海底面」に基づきトライアル計算により設定
→計算結果より、設計地盤高はT.P.-0.2mと

なった（自立高6.40m）

【安定性検討結果】発生値・許容値
曲げ応力度：303kN/mm2 ＜ 352kN/mm2

水平変位 ：184mm ＜ 192mm
矢板支持力：141kN/m ＜ 317kN/m
必要根入れ長：6.15m

自立高
6.40m

【第12回委員会資料 再掲】
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越流開始0.5分後 越流開始1分後

越流開始2.5分後 越流開始5分後

越流開始10.5分後

▽天端高 D.L 6.20m

▽地盤高 D.L +2.04m

②-3-1. C区間の粘り強い堤防構造の検討＜2回目＞
・越流開始5分後には、矢板背後の土砂が一部流出しているが、矢板の転倒はなく堤防高を維持している。
・越流開始後10分以上経過しても矢板の転倒はなく、堤防高が維持される（越流開始10.5分後に転倒※ ）
➢裏法保護工+矢板を設置した構造は、目標とする粘り強さ3.0～5.0分の破堤遅延時間を確保できる。

※水路端部の止水面が切れてしまい、堤防内の土砂流出が発生した影響がある。
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洗掘形状の経時変化

越流開始0.0分

越流開始5.0分後の流況

堤防

越流前の流況

矢板

越流開始5.0分後における堤防及び背後地の洗掘状況

越流開始10.5分後の流況

堤防

矢板

堤防

矢板

越流開始10.5分後における堤防及び背後地の洗掘状況

12.0m（構造計算より設定）
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▽天端高 D.L 6.20m

▽地盤高 D.L +2.04m

②-3-2. C区間の粘り強い堤防構造の検討＜3回目＞
・越流開始5分後には、矢板背後の土砂が一部流出しているが、矢板の転倒はなく堤防高を維持している。
・越流開始後10分以上経過しても矢板の転倒はなく、堤防高が維持される（越流開始24.8分後に転倒）
➢裏法保護工+矢板を設置した構造は、目標とする粘り強さ3.0～5.0分の破堤遅延時間を確保できる。
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洗掘形状の経時変化

越流開始0.0分

越流開始5.0分後の流況

堤防

越流前の流況

矢板

越流開始5.0分後における堤防及び背後地の洗掘状況

越流開始24.8分後の流況

堤防

矢板

堤防

矢板

越流開始24.8分後における堤防及び背後地の洗掘状況

12.0m（構造計算より設定）



②-4. C区間の粘り強い堤防構造の検討＜実験結果のまとめ＞ 12
・C区間の実験結果（破堤遅延時間、洗掘形状等）を整理し、現況構造及び対策工案の粘り強さを評価した。
➢合計3回の対策工案の実験を踏まえると、堤体の転倒までの時間は目標とする破堤遅延時間の3.0～5.0分以上確保でき

ており、対策工を設置することで十分な粘り強さが確保できていると考えられる。

評価項目

C区間
土堤、天端幅 4.0m

Ｒ2年度実験 R3年度実験 1回目 Ｒ3年度実験 2回目 Ｒ3年度実験 3回目

【現況】 裏法尻保護工+矢板（13.5m） 裏法尻保護工+矢板（12.0m）

破堤
遅延時間

0.5分 19.8分 10.5分 24.8分

評価

被災経過

0.5分後：基礎工流出
0.9分後：法面被覆工流出
※基礎工の流出時間0.5分を破堤遅
延時間として評価。

19.8分後：矢板が陸側に転倒
→その後、天端被覆工、堤体が流出

10.5分後：矢板が陸側に転倒
→その後、天端、堤体が流出

24.8分後：矢板が陸側に転倒
→その後、天端、堤体が流出

粘り強さの
評価

×
・設定している破堤遅延時間3～5分

確保できない。

◎

・設定している破堤遅延時間3～5
分は確保できている。

◎

・設定している破堤遅延時間3～5
分は確保できている。

◎

・設定している破堤遅延時間3
～5分は確保できている。

総合評価

現況構造（対策工なし）では目標の
粘り強さ3～5分を確保できない。
構造に課題がありと評価し、【対策

工案】の検討を実施した。

計3回の繰り返し実験より、矢板転倒時で評価した場合、
【改良案（裏法尻保護工+矢板）】では目標とする

粘り強さ3～5分以上の破堤遅延時間を確保できる。

参考

改良対策案形状のイメージ

堤防

越流開始5分後の洗掘状況の比較

1回目 2回目

3回目
全ての実験において

越流開始5分後までの間
で矢板は自立して堤防形

状を保持している
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②-5-1. C区間の粘り強い堤防構造の検討＜構造検討の考え方＞
■全３回実験結果を踏まえた構造検討の考え方
・対象とする住吉工区では最終的にL2盛土まで整備を予定していること、粘り強い堤防を期待するために自立矢板構造に

求める機能としては洗掘時に倒壊しない（座屈しない）こととしている。
・矢板付近の洗掘状況を確認すると、各評価時間の時間経過に伴う洗掘形状にばらつきが確認できた。
⇒矢板の安定性検討は、全実験の3～5分後の平均的な洗掘形状を設定し、許容値を満足する部材諸元を選定する。洗掘形

状を除く計算条件等は前述と同様とする。
⇒安定性検討で設定した部材諸元に対して、全実験の3～5分後の最深を包絡する洗掘形状を設定し、その地形条件で矢板

が限界状態（全塑性モーメント）に至っていないか確認する。
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越流開始5.0分後

越流開始4.0分後

越流開始3.0分後

各評価時間の洗掘形状 全実験の各評価時間の洗掘形状

安定性検討を実施する洗掘形状（平均：実線）

断面照査（限界状態）を実施
する洗掘形状（最深：破線）-4

-2

0

2

4

6

8

10

-10 -6 -2 2 6 10 14 18 22 26 30

標
高

(D
.L

 m
)

縦断距離(m)

1回目

2回目

3回目▽天端高 D.L 6.20m

▽地盤高 D.L +2.04m



②-5-2. C区間の粘り強い堤防構造の検討＜構造諸元の設定＞ 14

実験結果および設定した洗掘形状 構造の安定性を踏まえた有力構造形式のイメージ（C区間）

安定性検討の計算モデル [結論]計算結果

【安定性検討の設計地盤高】
漁港基準の「海底地盤が傾斜している場合の
海底面」に基づきトライアル計算により設定
→計算結果より、設計地盤高はT.P.-0.2mと

なった（自立高6.40m）

【安定性検討結果】発生値・許容値
曲げ応力度：303kN/mm2 ＜ 352kN/mm2

水平変位 ：184mm ＜ 192mm
矢板支持力：141kN/m ＜ 317kN/m
必要根入れ長：6.15m

【断面照査結果】発生値・許容値
曲げﾓｰﾒﾝﾄ ：1027kN・m ＜ 1075kN・m

自立高
6.40m

■構造の安定性検討（矢板諸元の設定）、断面照査（限界状態）
・設定した洗掘形状に対して、自立式矢板構造の机上検討を実施する。
⇒自立式矢板構造でU形鋼矢板Ⅳw型（SYW390） L=12.0mで安定性を確保できる。

自立高
7.40m



③A区間-3の粘り強い堤防構造の検討
（現況実験）



③-1. A区間-3の実験計画＜課題と検討方針＞ 16
【A区間-3の課題】

・直立堤の前面に補強がされているが、海側盛土がないため、現況構造での粘り強さを確認する必要がある。
【Ａ区間-3の検討方針】

・未検討のため、現況構造で実験を実施し、補強の効果も見込んだ構造の粘り強さを評価する。
課題なし：実験による結果のバラツキが考えられるため、同条件での繰り返し実験を実施。
課題あり：別途対策案を検討し、実験により粘り強さを評価。

検討フロー

堤防構造案（直立堤+L型補強）

差し替え
安定性確認実験

基礎対策案

（天端被覆のみ）採用

A区間-3の検討

実験の再現性確認

（計3回で評価）

構造の粘り強さを評価 別途、対策案の検討

課題なし

課題あり

構造の粘り強さを評価

安定性確認実験



③-1. A区間-3の実験計画＜L型補強と直立堤の接合部の設定＞ 17
【接合部の構造検討】
・津波越流前後に、住吉工区A区間-3に作用する外力は、地震発生以降の過程を踏まえると主に「地震時」「津波越流

時」の2時点の評価が必要となる。
・今回の検討では越流時の背後洗掘時の安定性を評価するため、「津波越流時」に着眼して、既設直立堤とL型補強との接

続部に作用する荷重を片持ち梁で単純化する手法で簡易に断面力から照査した。
➢上記の検討の結果、想定する直立堤の背後への転倒において接合部のケミカルアンカーが十分な強度を保持出来ていな

いと判断して、実験ではL形補強と直立堤は分離した構造とする方針とした。

構造計算を行った片持ち梁での単純化のイメージ

既設擁壁に固定された片持ち梁

土重

水重

片持ち梁

構造計算結果

対象とした構造の形状図

安全率1.0に対し、
52.3倍も上回った

実験模型製作状況

L型補強

直立堤



③-2. A区間-3の粘り強い堤防構造の検討＜現況実験＞
・越流開始0.4分後に基礎工が流出し、1.8分後に法面被覆工が流出した。
・越流開始2.6分後に天端被覆工が徐々に沈下し、6.3分後に直立堤が転倒を開始した。
➢現況構造は、目標とする粘り強さ3.0～5.0分の破堤遅延時間を確保できるが、As舗装の洗掘抑制の効果が確認される。
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洗掘形状の経時変化

越流開始0.0分

越流開始6.3分後の流況（直立堤転倒直前）

堤防

越流前の流況

越流開始6.3分後における堤防及び背後地の洗掘状況

越流開始7.5分後の流況（直立堤転倒後）

越流開始7.5分後における堤防及び背後地の洗掘状況

天端As舗装が沈下して
直立堤背後の洗掘を抑制
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越流開始5分後 越流開始6.3分後

▽天端高 D.L 6.20m



【参考データ】他のA区間の天端As舗装の飛散状況と直立堤転倒時間 19
A区間-3の実験では、天端As舗装により洗掘が抑制された可能性がある。そのため、他のA区間の実験においてどのよう
な事象が生じていたか改めて確認した。
・他のA区間の実験においても、A区間-3と同様に天端As舗装が直立堤背後に沈下する現象が確認された。
・過去のA区間の実験や今回のA区間-3の実験の状況を踏まえると、不確からしさを含む天端部の飛散状況によって破堤

遅延時間が大幅に変化する可能性がある。
➢これまでのA区間-1と2の実験結果を踏まえると、同様に繰返し実験を実施した上で構造の安定性の評価を実施した場

合、破堤遅延時間はA区間-1と同様に3.0分程度まで短くなることが想定されるため、今後、対策工の実験を実施する
方針とする。

A区間-1の実験状況

A区間-3の実験状況

天端部のAs舗装が沈下

天端部のAs舗装が沈下

一定時間維持される

一定時間維持される

天端部のAs舗装が沈下

A区間-2の実験状況

直後に流れによって飛散

直立堤転倒時間3.0分

直立堤転倒時間6.6分

天端部のAs舗装が沈下

一定時間維持される

直立堤転倒時間6.3分

直立堤転倒時間2.1分

同じようなAs舗装の沈下状況であって
も、沈下したAs舗装の形状で背後の洗
掘の進行が異なり直立堤転倒までの時間
が変わる。

As舗装が飛散した場合には、直立堤の
転倒までの時間は極端に短くなる可能性
がある。

※A区間-1とA区間-2では、海側盛土があるため、直立堤の転倒開始までの時間が短い場合も、海側盛土の浸食までの時間を確保できるため問題ない

A区間-1とA区間-2の実験結果を踏まえると
As舗装の飛散状況によって、直立堤の転倒ま
での時間が変化することが分かる。



③-3. A区間-3の粘り強い堤防構造の検討＜A区間の他区間との比較＞
・A区間-3では、他区間と異なり海側盛土がなく、L型補強が直立堤前面に設置されているため、天端転倒開始時間を被

災開始時間として粘り強さを評価した。
・直立堤転倒までの時間は、A区間-３では他の区間と比較して長くなっているが、As舗装が越流後の洗掘を抑制するよう

に働いた可能性がある。同様に直立堤転倒までの時間が6分程度となっているA区間-1の実験では、繰返し実験の中で
最短3.0分で直立堤が転倒する結果もあった。
➢今回の実験で破堤遅延時間が6分程度となったのは、天端As舗装の飛散状況が影響していると考えられ、他のA区間の

実験結果を踏まえると、直立堤の転倒までの時間は短くなると想定される。
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評価項目

A区間-1 A区間-2 A区間-3

Ｒ2年度実験 2回目 R3年度実験 3回目 Ｒ3年度実験 1回目

【現況】
直立堤+堤防海側盛土

【現況】
直立堤（矢板）+堤防海側盛土

（基礎位置が高い区間）

【現況】
直立堤+L型補強

破堤
遅延時間

5.5分（盛土流出開始時） 4.0分（盛土流出開始時） 6.3分（直立堤転倒開始時）

評価

直立堤転倒時間

実験①：5.8分後（破堤遅延時間：5.8分※）
実験②：3.0分後（破堤遅延時間：5.5分）
実験③：6.6分後（破堤遅延時間：7.5分）
※引掛りにより転倒が遅れたため、転倒開始時間を破

堤遅延時間として評価

実験①：2.1分後（破堤遅延時間：4.0分）
実験②：3.2分後（破堤遅延時間：5.7分）
実験③：1.6分後（破堤遅延時間：4.3分）

今回実験：6.3分後
（0.4分後：基礎工

1.8分後：法面被覆工流出
2.6分後：天端被覆工沈下開始
6.3分後：直立堤が転倒開始）

粘り強さの評価
◎

・設定している破堤遅延時間3～5分確保できる

○

・目標とする最悪の想定である粘り強さ3分以
上の破堤遅延時間を確保できる

Ü
（今回の結果のみでは評価困難）

・今回の実験では、破堤遅延時間3～5分を
確保できているが、不確実な結果である。

総合評価
現況構造（対策工なし）で目標の粘り強さ3～5

分を確保可能。構造に課題がないと評価し、
【現況構造+天端被覆工】を採用する。

【現況構造（対策工なし】では直立堤の完全
転倒するまでの粘り強さがある点を考慮する

と、十分な粘り強さを確保できると評価する。

これまでのA区間の実験結果を踏まえると、
天端As舗装の被災状況によっては、直立堤
の転倒時間は短くなる可能性が高いため、対
策工の検討が必要と考える。

海側盛土なし

直立堤

T.P.+6.2m

3.0m
As被覆

海側盛土あり

（インターロッキング）

基礎工 高
▽ T.P.+4.8m

階段式護岸

T.P.+6.2m

直立堤+矢板

堤防海側
盛土

▽T.P.+5.40m



③-3.A区間-3の対策案の検討方針 21
・A区間-3の実験では、①直立堤背後が洗掘され、②直立堤が陸側に転倒する被災メカニズムが確認された。

上記の被災のメカニズムを考慮して、2種類の対策形状案を設定した。
対策案①：直立堤の背後の洗掘対策：整備を実施する天端被覆工と直立堤を連結して、直立堤背後の洗掘を抑制
対策案②：直立堤の転倒抑制対策：L型補強と直立堤のスペースにコンクリート等の比重の重い材料を充填した上で、

L型補強と直立堤を一体化して転倒を抑制
⇒まず、対策案①を対象とした検討を実施し、粘り強さが不足する場合に対策案②の検討を実施する方針とする。
※これまでの他の区間の検討結果を踏まえると、A区間-1から2のような海側盛土の新設やC区間のような裏法尻基礎工の改良＋矢板の設置が考えられるが、対策

費用が高価となることから簡易的な対策を設定。横断的な構造形式もA区間内で一様することが良いと考えるため、現状の構造を基本とした形式を選定。

海側盛土なし

直立堤

T.P.+6.2m

3.0m
天端被覆工

天端被覆工と直立堤を一体化して

直立堤背後の洗掘を抑制

海側盛土なし

直立堤

T.P.+6.2m

3.0m
天端被覆工

L型擁壁内にコンクリート等の比重
の重い材料を充填してL型擁壁と一
体化することで転倒しにくくする

道路として活用
海岸堤防

松林が堤防に近接

A区間-3の現地状況

対策案①：直立堤背後の洗掘を抑制する簡易対策

対策案②：直立堤が陸側に転倒することを抑制する対策

①直立堤背後が洗掘

②直立堤が陸側に転倒

A区間-3の被災メカニズム

提案する対策形状案

実験時には直立堤と天端被覆工を
一体化して実験を実施

十分な粘り強さを確保できない場合

先行検討形状



③-4.A区間-3のその他の構造への対応について 22
・本年度、A区間-3の構造を詳細に確認していく中で今回対象とした堤防形状と異なる形状の堤防形状があった。
・この区間に関しては、堤防背後部分がスロープの設置のため広くなっており、陸閘門近傍についてはレールや門柱によ

る補強や直立堤幅の拡幅等も実施されており、現在検討を進めているA区間-3と比較して強固な構造となっていると推
定される。

➢実験において追加検討は実施せずA区間-3と同様の構造とする。
※陸閘門の設置のために補強対策も実施されており、その点も踏まえると安全側の構造となっていると考えられる。

陸閘門近傍の構造の範囲

陸閘門近傍の構造形式

直立堤背後の底版部を補強

約12m区間のみではあるが、構造が
実験で対象としたA区間-3と異なる

実験で対象としたA区間-3の形状
（延長約135m）

陸閘門近傍の状況
https://www.google.co.jp/mapsより引用

レールや門柱等の補強部材が配置されている

直立堤が補強されて強固になっている



④粘り強い堤防構造の検討の結果のまとめ



④. 検討結果のまとめ 24

対象区間 外力条件 構造案 実験結果の評価 今後の方針

A区間-1 越流水深
2.0m

現況構造（天端被覆工のみ） ◎
目標とする3～5分
の破堤遅延時間を確
保できる
＜反復実験済み＞

検討終了
現場施工を実施中

A区間-2 越流水深
2.0m

現況構造（天端被覆工のみ） 〇
目標とする最悪の想
定である粘り強さ3
分以上の破堤遅延時
間を確保できる
＜反復実験済み＞

今後詳細設計を実施

A区間-3 越流水深
2.0m

現況構造（天端被覆工のみ） －
目標破堤時間を満足
したが、他の実験結
果を踏まえると安定
する可能性が低い
【今回報告事項】

対策構造案を再設定した上で、
構造の粘り強さを実験で確認する必要がある。
（A区間の他の実験結果を踏まえると同様に直立堤転
倒までの時間は短くなると想定される）

B区間 越流水深
2.0m

天端被覆工＋裏法工＋基礎矢板 ◎
目標とする3～5分
の破堤遅延時間を確
保できる

今後詳細設計を実施

C区間 越流水深
2.5m

裏法尻保護工＋矢板（延長12.0m） ◎
目標とする3～5分
の破堤遅延時間を確
保できる
＜反復実験済み＞
【今回報告事項】

今後詳細設計を実施

海岸

保全区域

▽+2.37

▽+7.70
▽6.20

▽+2.50

天端被覆工

法覆工

基礎工

4.0m 0.5m

As舗装
鋼矢板

▽+2.83

3.0m 0.5m

▽+3.50

▽6.20
天端被覆工

海側盛土なし

直立堤

T.P.+6.2m

3.0m
天端被覆工

基礎工　高
▽　T.P.+4.8m

T.P.+6.2m
天端被覆工



【参考資料】



【参考①】計測方法
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【計測方法】

・堤防前面の波高計測（容量式波高計：堤防前面）

・裏法洗掘深の把握（撮影動画と記録時間による計測：堤防背後）

実験計測項目と計測位置のイメージ図

容量式波高計
ビデオ撮影

ビデオカメラの設置状況

容量式波高計の設置状況

堤防
堤防海側盛土

海側 陸側

容量式波高計

容量式波高計

海側 陸側

堤防

ビデオカメラ



【参考②】実験での越流水位（越流水深）の設定 27
・グラフの『津波高（粘り強い海岸堤防の整備）南海トラフケース8』 （桃色点）の値を用いて実験の越流水深を設定

区間 A区間 B区間 C区間
解析越流水位 T.P.+8.10m※2 T.P.+8.10m※2 T.P.+8.60m※2

堤防高 T.P.+6.20m
解析越流水深 1.9m → 2.0m（8.0cm）※1 1.9m → 2.0m（8.0cm）※1 2.4m → 2.5m（10.0cm）※1

【越流水位（越流水深）の条件】粘り強い海岸堤防の整備（L1以下盛土整備時）の条件

※1 危険側の条件で評価を行うため、越流水深については0.5m単位で切上げて評価、（ ）は実験時の水深
※2 シミュレーションの解析水位を0.1ｍ単位で切り上げ

図 条件ごとの津波高の沿岸分布

0
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-1330 670 2670 4670 6670 8670

津
波
水
位
（T
.P
.m
)

沿岸距離（ｍ）

計画堤防高

市町の考える海岸防護の盛土高

津波高（市町の考える海岸防護）_南海トラフケース6

津波高（市町の考える海岸防護）_南海トラフケース8

津波高（粘り強い海岸堤防の整備）_南海トラフケース6

津波高（粘り強い海岸堤防の整備）_南海トラフケース8

津波高（現況施設）_南海トラフケース6

津波高（現況施設）_南海トラフケース8

榛原

工区

住吉工区

川尻工区

坂
口
谷
川

大
井
川静波海岸 吉田漁港区間C 区間B 区間A

A-1 A-2 A-3

8.6m
8.1m 8.1m 8.1m

R3年度設定に
用いた水位

【参考】粘り強い海岸堤防の整備前後で津波高の沿岸分布の
傾向に差異が生じるのは、粘り強い海岸堤防整備時に坂口谷
川の河口部に水門が整備される影響が出ているためである。



【参考③】A区間-3の構造の設定根拠 28
・A区間-3には直立堤前面にL型補強が確認された。
➢平成14年業務で耐震補強設計が実施されており、地震への抵抗力を高める対策としてL型補強が設置されている。

既設重力式擁壁では、主に地震時における活動で不安定な結果となる。

出典：平成14年度駿河海岸住吉堤防耐震補強設計業務



【参考③】A区間-3の外力条件（水位・流速）の確認 29
【津波高分布】

・住吉工区の中でA区間-3の水位は、隣接他区間と同程度である。
・A区間-3の水理模型実験の設定水位（越流水深2ｍ）であるT.P.＋8.2ｍを超える水位はA区間-3において検出されない。
【堤防周辺の流速分布】
・最大流速の分布を確認した結果、住吉工区の中でA区間-3の流速は、隣接他区間と同程度である。

水位分布（南海トラフ ケース6）

流速分布（南海トラフ ケース6）


